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        １０時３０分～１２時０５分

２ 開 会 場 所  第３委員会室

３ 出 席 者  委 員 長  国 吉 一 夫   副委員長 矢島 真知子

         委  員  久保寺 邦夫   委  員  てらさき雄介

委  員  古 川 直 季  委  員  加 納 重 雄

委  員  花上 喜代志   委  員  浅 野 文 直

委  員  かわの 忠正   委  員  織 田  勝 久

４ 委員外議員 議  長  佐 藤 祐 文

５ 議事説明者  企 業 長  吉 川 伸 治   副企業長  土 井 一 成

         総務部長  平部 眞公十    技術部長  佐 藤 正 志

   ほか関係職員

６ 事務局職員  事務局長  菱 山 直 樹   ほか書記３名

７ 議事日程   

第１ 付託事件の審査

  議案第１号 平成３０年度神奈川県内広域水道企業団水道用水供給事業会計

予算

  議案第２号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

第２ 業務状況関係の調査



－1－

○国吉委員長 ただいまから広域水道常任委員会を開会いたします。

これより、日程第１、付託事件の審査及び日程第２、業務状況関係の調査を行います。

おはかりいたします。

委員長といたしましては、日程第１及び日程第２について一括して当局から説明を聴取し、質

疑を行い、資料要求があれば、委員会として当局に要求した後、閉会し、次回１月30日に再度質

疑を行い、日程第１については採決と考えておりますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○国吉委員長 ご異議がないようですので、そのように決定させていただきます。

これより、日程第１、付託事件の審査を行います。

議案第１号 平成30年度神奈川県内広域水道企業団水道用水供給事業会計予算、議案第２号

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を議題といたします。

なお、今後の当委員会での当局の説明は、着席にて行ってください。

それでは、当局の説明をお願いいたします。

平部総務部長。

○平部総務部長 それでは、着座にて失礼いたします。

お手元の右肩に４と振ってございます広域水道常任委員会資料（平成30年度予算（案）の概

要）をごらんください。

表紙をおめくりください。

目次がございますが、目次に沿って、平成30年度予算の枠組みからその他まで説明いたします。

１ページをお開きください。30年度予算の枠組みでございます。

平成30年度予算は、中間点を迎える事業計画及び財政計画について、当初２カ年の実績を踏ま

え、引き続き計画事業を推進し、企業団の責務である安全・安心な水道用水の安定供給の継続を

前提とし、昨年度に引き続き緊縮型予算として編成いたしました。

予算案の基本的な考え方でございますが、４つございます。

１つ目は、事業計画における重点施策である老朽化対策（施設更新・修繕工事）、耐震化事業

に対して予算を重点配分します。

２つ目は、財務体質の改善に向け収益的支出の抑制に努めるほか、資本費負担を軽減するため、

建設充当企業債の着実な縮減に努めます。

３つ目は、さらなる組織体制の改善に資する取り組みとして、職員研修等を通じた人材の育成

の推進、個別外部監査の実施、宿泊研修所の譲渡等を行います。
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４つ目は、平成31年度の創立50周年の節目を控え、今後も持続可能な経営基盤を構築するため、

次期水道ビジョンの策定に向けた検討を進めます。

ページ下段の図をごらんください。こちらは予算の枠組みを図式化したものでございます。

一番左で、企業団が構成団体から負託された水道用水の安定供給を掲げた上で、一番上では、

それに資する事業計画の着実な実施を掲げております。

その下には、平成30年度予算を柱として、かながわの水道用水供給ビジョン目標とそれに関連

する事業計画の施策を掲げております。

事業計画の施策のうち、重点施策である施設更新・修繕に係る老朽化対策及び耐震化事業に予

算の重点的配分をしておりますが、そのために、経営基盤の強化により事業財源の確保を図るこ

ととしております。

２ページをごらんください。平成30年度予算規模でございます。

表の中央、太枠で囲まれた支出の欄をごらんいただきますと、収益的支出が447億536万余円、

資本的支出が237億7,507万余円で、合計684億8,044万余円となっております。前年度と比較しま

すと、９億366万余円の減、率としては1.3％の減となっております。

主な減少の要因としましては、減価償却費等が減少したほか、企業債償還金及び支払利息が逓

減したことによるものでございます。

その下は財源内訳でございますが、料金収入ほかがございます。

料金収入につきましては、構成団体からの申込水量の減少によりまして、２億159万余円減の

416億7,752万余円となっております。

また、構成団体繰入金2,100万円、企業債32億3,100万円、補助金１億3,768万余円、出資金４億

9,600万円、その他資本的収入127万余円、自己資金229億1,595万余円をもって支出の財源として

いるところでございます。

続きまして、業務の予定量でございます。

①の年間総供給水量及び一日平均供給水量でございますが、年間総供給水量は４億7,745万余立

方メートル、一日平均供給水量は130万余立方メートルを予定しております。

次に、②の主要な建設事業でございますが、事業計画に基づき、取水施設等の更新工事等を実

施いたします。

３ページをお開きください。

平成30年度予算での重点的な取り組みとしまして、かながわの水道用水供給ビジョン目標ごと

に重点的な取り組みの内容を掲げております。
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まず、１ 水道用水の効率的な安定供給でございます。

①の施設老朽化対策の着実な実施でございますが、64億9,567万円を計上しております。

内訳としましては、事業計画に基づく施設更新につきましては、伊勢原浄水場排水処理設備の

更新、相模原浄水場薬品注入設備の更新及び相模原浄水場ほかの監視制御設備の更新等で46億

5,767万円でございます。

また、計画的な修繕による施設の長寿命化につきましては、各浄水場・取水管理事務所の電

気・機械設備のオーバーホールほかで18億3,800万円を計上しているところでございます。

②の管路保全対策の着実な実施でございますが、漏水事故等を未然に防止するため、導送水管

路の電食・マクロセル腐食対策で9,617万円を計上しております。

次に、２ 災害や事故に強い広域水道でございます。

①の地震対策の推進でございますが、施設耐震化事業基本計画に掲げた平成35年度での主要施

設の耐震化率100％を目標に、供給停止による影響度の高い施設から順次、補強工事を実施してお

り、平成30年度予算では７億4,097万円を計上しております。

内容としましては、耐震補強工事では、相模原浄水場沈でん池ほか、また、業務委託では、伊

勢原浄水場給水塔耐震補強設計ほかでございます。

②の危機管理対策の強化でございますが、相模原ポンプ場のバックアップ機能強化として2,128

万円を計上しております。これは、地震や災害等による相模原ポンプ場の停止を想定し、小型導

水ポンプと非常用発電設備の新設を検討してきましたが、平成29年７月に発生した導水ポンプ故

障に伴う事故を受け、より迅速に導水量を確保するため、ポンプと発電設備の能力を見直すべく

設計業務委託を行うものでございます。

４ページをごらんください。３ 経営基盤の強化でございます。

まず、①の健全な財務体質の維持・改善でございますが、収益的支出の抑制としまして、水道

用水の安定供給に必要な事業に限られた財源で執行するため、収益的支出の抑制に努め、用水供

給料金値下げ後の緊縮型予算で編成した前年度からさらに６億4,136万余円縮減した収益的支出額

としております。

また、資本費負担の軽減としまして、企業債償還が計画的に進捗し、企業債残高は対前年度比

で140億9,100万余円減の1,180億7,602万余円に縮減されると見込んでおります。また、資本費負

担軽減の観点から、施設更新改良事業に充当する起債額につきましては、財政計画を踏まえ抑制

に留意いたします。

次に、②の組織の活性化と人材育成の強化・充実でございますが、1,273万円を計上しておりま
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す。

内訳としましては、研修計画の見直しによる人材育成の推進では、コミュニケーション能力を

高め、組織力の向上を図ること、他団体での取り組みや新たな知見の習得に努め、外部環境の変

化等に対応する課題解決力を強化すること、資格・免許の取得支援を、資格取得者等を活用した

人材育成の取り組みを検討し、職員全体のスキルアップを目指すことを柱としております。

また、他団体との人事交流の促進では、他団体への職員派遣を促進し、業務を通じた職員の能

力開発や、幅広い視野の醸成を図るとともに、企業団業務へのフィードバックを通じ組織の活性

化につなげるものでございます。

次に、４ その他の取組みでございます。

①の個別外部監査の実施でございますが、594万円を計上しております。企業団における事務事

業の適正な執行状況を確認するため、個別外部監査を実施するものでございます。

②の創立50周年に向けた取り組みとしましては、50周年を契機として広報の充実を目的に、広

域水道の基幹施設であり県央部に位置する広域水質管理センターと社家取水管理事務所を、広報

拠点とするための整備等を行うべく1,653万円を計上しております。

また、③の宿泊研修所の譲渡に向けた取り組みとしましては、宿泊研修所「丹沢荘」をできる

限り宿泊施設として存続させることで、地域振興に資することを目的に、施設の経営・投資能力

を有する者に譲渡します。これに伴う売却損の４億1,396万円を特別損失として計上しております。

５ページをお開きください。平成30年度予定供給水量及び用水供給料金でございます。

上の表をごらんください。事業別年間予定供給水量でございます。この水量につきましては、

構成団体からの申込水量に基づくものでございます。

平成30年度の予定供給水量につきましては、直営事業及び寒川事業を合わせて年間４億7,745万

余立方メートルで、対前年度2.7％の減でございます。内訳としましては、直営事業分が年間３億

5,233万余立方メートルで対前年度3.8％の減、寒川事業分が年間１億2,511万余立方メートルで対

前年度0.3％の増でございます。

下の表につきましては、構成団体別年間予定供給水量を示しておりますので、後ほどごらんい

ただきたいと存じます。

６ページをごらんください。

上の表をごらんください。事業別・構成団体別用水供給料金内訳でございます。

平成30年度の用水供給料金につきましては、直営事業及び寒川事業を合わせて416億7,752万余

円で、対前年度比0.5％の減でございます。内訳としましては、直営事業では、供給水量減に伴い
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使用料金が対前年度比で２億825万余円の減、一方、寒川事業では、供給水量増に伴い寒川事業使

用料金が対前年度比で665万余円の増でございます。

下のグラフをごらんください。企業団供給水量の推移でございます。

このグラフは、平成26年度から平成30年度までの５年間の推移で、平成26年度から平成28年度

までは決算ベース、平成29年度及び平成30年度は予算ベースでございます。全体の供給水量とし

ましては、多少の増減はございますが、逓減傾向となっております。

続きまして、７ページをお開きください。収益的収支でございます。

内容につきましては、８ページの収益的収支の表を用いて説明申し上げます。

収益的収入につきましては、対前年度比0.5％減の457億4,159万余円を計上しております。

減少の主な要因としましては、用水供給料金で予定供給水量の減に伴い、対前年度比で２億159

万余円減の416億7,752万余円となること、その他の収入で構成団体繰入金が対前年度比2,500万円

減の2,100万円となること、補助対象に係る償却資産の減により長期前受金戻入が対前年度比

3,835万余円減の39億511万余円となることなどでございます。

収益的支出につきましては、対前年度当初予算比1.4％減の447億536万余円を計上しており、収

益的収入の減額を上回る減額となっております。

主な減額の内訳でございますが、職員費につきましては、職員数では前年度比２名減としてい

るものの、法定福利費による増、期末勤勉手当の増などにより、1,973万余円増の29億9,771万余

円となっております。

次に、物件費その他につきましては、対前年度比574万余円増の153億9,307万余円となっており

ます。この費用の内訳にはそれぞれ増減がございますので、後ほど10ページで説明申し上げます。

次に、減価償却費等につきましては、償却費の減及び除却資産の減に伴う除却損の減により、

対前年度比４億9,988万余円減の212億6,541万余円、支払利息等につきましては、企業債の償還が

進んだことにより、対前年度比５億1,363万余円減の30億1,737万余円となっております。

また、消費税及び地方消費税並びに特別損失を加味した収益的収支差額につきましては、対前

年度比３億8,968万余円増の10億3,623万余円、これに消費税資本的収支調整額及びたな卸資産引

当金分仮払消費税を差し引いた損益につきましては、対前年度比３億7,146万余円増の５億7,897

万余円を計上しております。この結果、平成30年度の累積損益につきましては８億661万余円とな

っております。

表の下のグラフにつきましては、収益的収支の費用構成を示しておりますので、後ほどごらん

いただきたいと存じます。
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９ページをお開きください。

９ページから10ページにかけては、主な収益的支出の推移を示したものでございます。この推

移では、経営改革プランを策定した平成17年度決算を基点とした上で、平成26年度から平成30年

度までの推移を示しております。なお、平成29年度及び平成30年度は予算ベースとなっておりま

す。

まず、給与費の推移でございますが、平成30年度は、法定福利費による増、期末勤勉手当の増

などにより、対前年度比で増となっております。

下の表は職員数の推移でございます。平成30年度は、常勤職員336名、再任用短時間勤務職員18

名を合わせ、対前年度比２名減の354名を予定しております。

10ページをごらんください。

物件費その他の推移でございますが、総額では、平成30年度は対前年度比でほぼ同額となって

おります。

内訳でございますが、委託料につきましては、欄外に記載してありますとおり、寒川事業に係

る経費を除いた実質的な費用を示したもので、対前年度比で500万円の増となっております。これ

は、平成30年度限りの委託案件の増及び前年度限りの委託案件の減等によるものでございます。

修繕費につきましては、対前年度比2,000万円の減となっております。これは、事業計画に基づ

き施設老朽化対策に係る修繕を実施するものでございます。

動力費につきましては、供給水量の減を受け減少しているものの、再生エネルギー賦課金の増

により、対前年度比で5,200万円の増となっております。

薬品費につきましては、供給水量の減を受け、対前年度比で2,800万円の減となっております。

負担金及び交付金につきましては、所在市町村交付金等の減により、対前年度比8,300万円の減

となっております。

ダム管理費につきましては、三保ダム維持管理費の増及び宮ヶ瀬ダム管理負担金の増により、

対前年度比２億400万円の増となっております。

次に、下のグラフをごらんください。減価償却費等及び支払利息の推移でございます。

支払利息につきましては、企業債の償還が進んだことにより、対前年度比で５億1,400万円の減

となっております。減価償却費等につきましては、償却費の減及び除却資産の減に伴う除却損の

減により、補助金償却分を合わせ、対前年度比で５億円の減となっております。

11ページをお開きください。資本的収支でございます。

内容につきましては、12ページの資本的収支の表を用いて説明申し上げます。
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まず表の中段、資本的支出の欄をごらんください。

総額としましては、対前年度比２億6,229万余円減の237億7,507万余円を計上しております。

内訳としましては、受託建設費が127万余円、一般建設改良費が64億4,890万余円、企業債償還

金が173億2,200万余円、国庫補助金返還金が289万余円でございます。

一般建設改良費につきましては、対前年度比で３億27万余円の減となっておりますが、こちら

は後ほど13ページで説明申し上げます。

企業債償還金につきましては、企業債の償還が進んだことにより、対前年度比で５億4,221万余

円の減となっております。

国庫補助金返還金につきましては、平成29年度の補助金に係る消費税相当額を返還するもので、

対前年度比で2,162万余円の減となっております。

次に、資本的支出の財源であります資本的収入でございます。

表の上段、資本的収入の欄をごらんください。

総額としましては、対前年度比１億6,075万余円減の38億6,596万余円を計上しております。

内訳としましては、企業債が32億3,100万円、補助金が１億3,768万余円、出資金が４億9,600万

円、その他資本的収入が127万余円でございます。

企業債につきましては、施設更新計画事業費の増により対前年度比で2,200万円の増、補助金に

つきましては、生活基盤施設耐震化等交付金対象事業の増により対前年度比で8,496万余円の増、

出資金につきましては、対象となる償還元金の減により２億6,900万円の減となっております。

この結果、資本的収入から資本的支出を差し引いた資本的収支差額につきましては199億911万

余円の不足となっておりますが、この不足額につきましては、過年度分損益勘定留保資金等をも

って補塡することとしております。

表の下のグラフにつきましては、平成30年度予算の資本的収支の構成比を示しておりますので、

後ほどごらんいただきたいと存じます。

13ページをお開きください。一般建設改良費の表でございます。

一般建設改良費につきましては、64億4,890万余円を計上しております。

内訳としましては、事業計画に基づく事業を実施するための施設更新等整備事業費につきまし

て、対前年度比で１億8,072万余円増の55億9,113万余円を計上しております。

施設負担金につきましては、神奈川県に管理を委託しております三保ダム施設の改良分として、

対前年度比2,330万余円増の３億1,616万余円、固定資産購入費につきましては、対前年度比6,090

万余円増の２億339万余円をそれぞれ計上しております。



－8－

また、事務費につきましては、建設改良事業に係る職員30名分の人件費等として、対前年度比

3,533万余円増の３億3,821万余円を計上しております。

一方、その財源でございますが、企業債につきましては、施設更新等整備事業費のうち起債対

象事業費の65％に当たる32億3,100万円を計上しております。

また、補助金につきましては、生活基盤施設耐震化等交付金として１億3,768万余円を計上して

おります。なお、不足する財源30億8,022万余円につきましては、自己資金を充てることとしてお

ります。

表の下のグラフにつきましては、企業債残高の推移を示しておりますので、後ほどごらんいた

だきたいと存じます。

14ページをごらんください。資金収支でございます。

平成30年度の資金収支につきましては、15億1,677万余円のマイナスを予定しております。

内訳としましては、プラス分として損益の５億7,897万余円、損益勘定留保資金の173億6,030万

余円、消費税資本的収支調整額の４億5,306万余円がありますが、マイナス分の資本的収支差額

199億911万余円がプラス分の合計を上回るものでございます。

この結果、平成30年度末の累積資金残高につきましては、平成29年度末における累積資金残高

68億2,987万余円に、平成30年度の資金収支のマイナス額15億1,677万余円を差し引いた53億1,309

万余円となる予定でございます。

15ページをお開きください。その他、１ 債務負担行為でございます。

ここでは、施設更新等整備事業費等につきまして新たに債務負担行為として定めようとするも

のを示しております。導水施設更新工事から企業団50年史作成業務委託までの限度額の合計とし

ましては77億7,800万円でございます。

次に、２ 一時借入金の限度額につきましては、一時的な資金不足に備え、50億円を限度として

設定するものでございます。

平成30年度予算（案）の概要についての説明は以上でございます。

それでは、引き続きまして、右肩に５と振ってございます広域水道常任委員会資料（条例関

係）をごらんください。

表紙をおめくりください。議案第２号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

でございます。

（１）改正の趣旨につきましては、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、

非常勤職員の育児休業期間の再延長等について、所要の改正を行うものでございます。
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（２）改正の内容のうち、主なものとしましては、まず、１ページから３ページにかけて、下

の表にございます改正後の第２条及び２ページの第２条の４のアンダーラインの中で示しており

ますように、非常勤職員が養育する子の育児休業期間について、継続的な勤務のために必要と認

められる場合には、従来、１歳６カ月に達する日までとしていたものを、２歳に達する日までと

することでございます。

また、３ページから４ページにかけてでございます。改正後の第３条、第４条、それから４ペ

ージの第８条のアンダーラインの中で示しておりますが、育児休業の再取得、育児休業の再延長

及び育児短時間勤務の再取得ができる特別の事情としまして、保育所等に入所できない場合を明

記することでございます。

なお、詳細につきましては、対照表のアンダーライン部分を後ほどご確認いただきたいと存じ

ます。

条例関係の説明は以上でございます。

説明は以上でございます。

○国吉委員長 以上で説明が終わりました。

引き続き、日程第２、業務状況関係の調査を行います。

それでは、当局の説明をお願いいたします。

佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 それでは、右肩６番の資料をごらんください。

１枚おめくりいただき、目次をごらんください。目次の１から４につきましては私から、５と

６については平部総務部長から説明をさせていただきます。

それでは、１ページからご説明をいたします。

１ 供給水量の実績等についてでございます。

（１）供給水量の実績でございます。平成29年度の予算供給水量は４億9,091万余立方メートル

でございます。このうち、第３四半期までの供給水量を３億7,616万余立方メートルと見込んでお

りましたが、供給水量の実績は、2.3％増の３億8,463万余立方メートルとなっております。

なお、第４四半期の予定を含めた平成29年度における総供給水量は、予算供給水量に対しまし

て1.7％増の４億9,938万余立方メートルとなる見込みでございます。

平成29年度第３四半期までの構成団体別の供給水量実績は、次の表のとおりとなっております

ので、ご確認いただきたいと思います。

次に、（２）洪水警戒体制でございます。
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河川の洪水時に当たりましては、横浜地方気象台から小田原市内にございます飯泉及び海老名

市内にございます社家の両取水管理事務所の所在地域に対しまして、降雨に関する注意報または

警報が発せられた場合や、堰への流入量等に応じまして、３区分の警戒体制をもって対応してお

ります。平成29年度第３四半期までの配備実績は次の表のとおりとなっておりますので、ご確認

いただきたいと思います。

ページをおめくりください。２ 事業計画の取組み状況についてでございます。

計画２年目となる平成29年度は、総事業費418億円のうち約73億円の執行を予定し、老朽化対策

及び耐震化事業について重点的に取り組んでおります。本年度執行予定を踏まえた平成29年度ま

での進捗状況は、累計で約170億円、率にして40.7％であり、おおむね計画どおりとなっておりま

す。詳細は、表１、事業計画の進捗状況をご確認いただきたいと思います。

続いて、平成29年度の耐震化事業につきましては、相模原浄水場の第３ブロック沈でん池、西

長沢浄水場のろ過池及び沈でん池の浄水施設並びに相模原浄水場調整池（２）１号池の送水施設

を中心に補強工事を施工しております。また、施設耐震化事業基本計画に対する主要施設の耐震

化率は、平成29年度末現在で、下の表２、耐震化率の推移に記載のとおりとなっておりますので、

ご確認いただきたいと思います。

隣の３ページに移ります。３ 施設の復旧工事等の状況についてご説明いたします。

11月の議会常任委員会で説明をいたしました相模原ポンプ場導水ポンプ故障に伴う事故対応及

び台風通過に伴う施設の被害状況について、その後の復旧工事等の状況を報告いたします。

（１）相模原ポンプ場導水ポンプの復旧状況でございます。

12月15日までに、再発防止に向けまして次の設備の交換作業が全て完了しております。焼損し

た２台のポンプの新たなスリップリングへの交換、４台全てのブラシ交換、４台全てのスリップ

リングカバーに設置されている換気装置の交換、４台全てのセルビウス装置のヒューズの交換、

以上でございます。

現在は、試運転が完了し、通常運転を継続しておりまして、これまでのところ安定した運用が

継続できております。

平成29年度中は、製作メーカーによるスリップリング、ブラシ、ヒューズ等の状況確認を定期

的に実施し、その結果を踏まえまして、平成30年度から、企業団及び同メーカーによる施設の管

理体制の見直しを行う予定としております。費用負担につきましては、弁護士へ相談を行い、同

メーカーと費用負担に関する協議を進めているところでございます。

続いて、（２）港北調整池の復旧状況でございます。



－11－

横浜市水道局と水運用の調整や工程に関する協議を進めました結果、11月20日から、浸水した

箇所の伸縮目地を補修し、シーリング及び防水層の敷設替えを行い、補修工事が全て完了してお

ります。港北調整池内への雨水等の浸水がないことを池の内部から確認をした上で、12月１日か

ら調整池の運用を開始いたしました。

次は、（３）相模原浄水場調整池（２）の状況でございます。

今回発生した変位は、相模原調整池（２）１号池耐震補強工事の工期内に発生をいたしました

ものの、企業団が工事目的物の部分使用を行っておりましたことから、企業団の負担において補

修工事を行い、同工事の設計変更と工期延長で対応することといたしました。11月27日から、調

整池（２）１号池の測量調査などを行い、変位の状況と補修範囲を確認し、施工方法を決定いた

しましたことから、１月９日から池内の底版、側壁等の補修工事を開始いたしました。

ここで、この資料の説明を一旦離れまして、この調整池に関する追加の資料をお配りしてご説

明をいたしたいのですが、委員長、よろしいでしょうか。

○国吉委員長 そのようにお願いします。

          （資料配付）

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 それでは、今お配りしました資料、相模原浄水場調整池（２）１号池の変位被

害について、ご説明をいたします。

まず、１ 相模原浄水場調整池（２）の概要でございます。

調整池（２）は、相模原浄水場の敷地内にございまして、１号池及び２号池の２池構成になっ

ております。その場所と池の仕様につきましては、下の図と表をご確認いただきたいと思います。

続いて、２ 被害及び補修の状況でございます。

台風通過後の10月30日に職員が池内点検を行ったところ、底版、側壁、頂版の伸縮目地沿いの

厚さ１センチメートルの内面防食モルタル、伸縮目地のシーリング等に損傷が生じていることを

発見いたしました。その後、周辺の地下水位が下がり切った11月27日から池内の調査を行い、今

回の変位に関する補修範囲を次のとおりといたしました。下の図と右上の写真とあわせてごらん

いただき、お聞きいただきたいと思います。

底版、側壁、頂版の内面防食モルタル損傷部のはがし、その復旧が約140平方メートル。伸縮目

地の充填材及びシーリングの撤去・復旧が約720メートル。頂版のアスファルト防水の撤去・復旧

が約110平方メートル。底版コンクリートひび割れ損傷箇所の撤去・復旧が約４立方メートルでご

ざいます。
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補修対応につきましては、平成30年３月31日までに工事完了予定でございます。

なお、補修費用につきましては現在精査中でございます。

続いて、右のほうに移ります。３ 変位発生の経緯及び原因でございます。

相模原浄水場調整池（２）１号池耐震補強工事は、工期が平成28年４月１日から平成30年１月

31日まででございましたが、他の場内工事との調整のため工事を一時休工いたしまして、調整池

内が空水状態にあったところ、台風21号及び22号による記録的な降雨により、周辺の地下水位が

上昇したことで、調整池に浮力が発生し、構造物の一部が変位したことが直接原因と考えられま

す。

記録的な降雨と申し上げましたが、この２つの台風がもたらしました降雨量につきましては422

ミリメートルでありまして、11月の議会では、平成28年度の10月実績の約７倍であったとご報告

をいたしました。また、その後に調査を行ったところでは、相模原市中央区の10月１カ月分の平

年値である216ミリメートルの約２倍であることがわかりました。

また、資料の下のところですが、資料の四角の囲みには、このときの雨について気象庁が発表

したコメントをそのまま記載をいたしました。「台風21号に伴う降雨で、相模原市中央区の10月

における最大１時間降水量が56ミリメートルとなり、記録を更新。さらに、10月の相模原市中央

区の総降雨量は675ミリメートルとなり、10月の総降雨量として、観測史上２番目」というもので

ございました。

なお、平成27年度に相模原浄水場の浄水池において同様の事例が発生しておりまして、その際

に原因究明と事故を教訓とした再発防止策が不十分であったこと、また、地下水位の上昇による

池の浮上リスクに関しての情報共有及び工事関係所属間の連携が不十分であったことも、今回の

被害発生を予見できなかった要因の一つであると考えております。

続きまして、４ 再発防止対策の検討でございます。

最初に、技術的対策等の強化についてご説明いたします。

今回のような自然災害の発生を踏まえまして、池の浮上を抑止する抜本的な対策を講じるため、

企業団の技術的な課題等を審議する技術検討会議において審議をし、企業団を挙げて再発防止の

徹底を図ってまいります。

具体的な対策として、次の３つについて検討を進めております。

１つ目は、全浄水池・調整池の浮上防止対策の策定でございます。企業団が保有する全21池の

池状構造物につきまして、基礎構造、降雨の状況、周辺の地下水の状況等を勘案した、空水状態

における浮上防止対策の策定を行います。
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２つ目は、マニュアル、手順書の改善によるリスクの共有化でございます。工事の施工計画の

内容を参考とした、現場の運転管理で使用する作業マニュアルと手順書の改善を行いまして、こ

のことによって作業に当たる全職員のリスクの共有化を図ってまいります。

３つ目は、職員間、組織間の連携の強化です。工事施工における工事と現場の運転管理の連携

強化を進めてまいります。

次に、情報共有及び技術継承の推進についてご説明いたします。

今回の事例を教訓として、事故・トラブル事例集等への掲載を通じまして、地下水位の上昇に

伴う池の浮上リスクについて、情報共有の徹底を図るとともに、池を空水とする際の注意事項等

を含め、技術や知見の共有が確実にできるよう技術研修の充実を図ってまいります。

以上が追加資料の説明になります。

再び前の資料にお戻りいただき、４ページ、５ページをごらんいただきたいと思います。

説明を続けさせていただきます。よろしいでしょうか。

４ 広域水質管理センター設立後の事業の運営状況についてご説明をいたします。

今年度は、広域水質管理センター設立から３年目に当たりますので、広域水質管理センター設

立後３年間の事業運営状況の振り返りを行いましたので、ご報告をいたします。

まず、（１）水源業務の効率化でございます。

平成27年４月の広域水質管理センター設立により、企業団と４構成団体を合わせた５事業体が

個別に実施してきた共通水源域の水質検査及び水質事故対応が一元化され、水源業務の効率化が

図られました。

１つ目として、水源水質検査業務の効率化についてでございます。

水質検査地点の統合及び重複解消により、水質検査業務が５事業体全体で６割程度に縮減をさ

れました。具体的には、下の表にまとめましたのでご確認いただきたいと思います。広域水質管

理センターでは、この地点の水源水質検査を着実に実施し、構成団体に対しまして迅速に情報提

供をしております。

２つ目として、水源水質事故対応の効率化についてでございます。

水源水質事故の情報伝達及び現地調査を広域水質管理センターで一元化することにより、現地

調査の重複解消や情報伝達の迅速化が図られました。下の図は、センター設立前と設立後の対応

の流れを示したものでございます。ご確認いただきたいと思います。

次のページをごらんください。広域水質管理センター設立以降の水源水質情報対応状況につき

ましては、次の表のとおりでございます。これにつきましてもご確認いただきたいと思います。
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続いて、（２）情報共有体制の構築でございます。

共通水源域の水質検査結果及び水質事故対応情報は、ファックス及びインターネットサービス

を介しまして、迅速に構成団体へ提供できる体制を構築しております。水質検査結果は、速報を

インターネットサービスにより毎週金曜日に、正式な報告書はおおむね４週間後に電子メールで

送付をしております。緊急性を伴う水質事故対応情報につきましては、ファックス及びインター

ネットサービスにより即時に提供しております。

次に、（３）構成団体からの職員派遣についてでございます。

広域水質管理センターの業務は、５事業体の共同業務であることから、構成団体から職員が派

遣されております。その状況につきましては、次の表にお示ししたとおりでございます。

構成団体から派遣された職員は、広域水質管理センターにおいて、派遣元では行わなくなった

業務など、さまざまな業務を協働し、経験することで、神奈川の水道の将来を担う人材としてス

キルアップが図られております。

最後に、（４）今後の取組みでございます。

今後も、共通水源域の水質検査等の業務を効率的に実施するとともに、水源水質に関する情報

をより迅速かつ確実に提供できるよう、連絡手法等の改善を進めつつ、あわせて水質職員の人材

育成と技術の継承に努めてまいります。また、共通水源域に係る取り組みの実績を着実に積み重

ね、その実績をもとに、今後の広域水質管理センターの業務のあり方について、５事業体で協議

していくこととしております。

以上で私からの説明を終わります。

○国吉委員長 平部総務部長。

○平部総務部長 それでは、ページをおめくりいただき、５ 財政計画（平成28～32年度）の一部

修正についてをごらんください。

１の修正の目的及び内容としましては、現行の財政計画につきましては、平成28年２月に策

定・公表しておりますが、財政計画期間内の経営状況について、議会等に対し、より正確に説明

を行うため、当初計画値の消費税及び地方消費税額を修正するものでございます。

具体的には、当初計画では、消費税の税率につきまして、平成28年度は８％、平成29年度以降

は10％として収支を算定しておりますが、平成28年11月に、消費税の増税時期について平成31年

10月とする法律が施行されたため、これにあわせて税額の修正を行うものでございます。

次に、２の財政計画の収支見通しでございますが、表中２段書きとなっておりますところが修

正箇所で、上段が修正後、下段括弧書きが修正前となっております。
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修正箇所のうち、平成29年度から平成31年度にかけての収益的収支、資本的収支及び当年度資

金収支につきましては、消費税額の修正によるものでございます。また、累積資金残高の２段書

きにつきましては、消費税額の修正に合わせて平成27年度決算を反映するために修正を行ったこ

とによるものでございます。

なお、消費税額の修正は当年度損益に影響を及ぼしませんが、累積損益につきましては、累積

資金残高の流動性資金が上限であることから、平成31年度と平成32年度が修正となっております。

次に、７ページ、６ 企業団の給与改定状況についてをごらんください。

当企業団の給与条例におきましては、「職員の給与については、生計費、同一又は類似の職種

の神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市の職員並びに民間企業の従事者の給与、経営の状況そ

の他の事情を考慮して定める。」と規定しております。これを受けまして、下表に示した人事院

勧告及び構成団体の人事委員会勧告を踏まえて、労働組合と交渉を行っております。

現在の状況としましては、給料表につきましては平均0.2％の引き上げ、期末勤勉手当支給月数

につきましては0.1月増で、それぞれ労働組合と妥結し、平成29年４月１日に遡及して実施するこ

ととなっております。

一方、扶養手当の改定につきましては、国及び構成団体の状況を注視しながら、また、総務副

大臣通知による退職手当の支給水準の引き下げについても、構成団体の状況を注視しながら、引

き続き交渉を進めているところでございます。

業務状況関係の説明は以上でございます。

○国吉委員長 以上で説明が終わりました。

これより、日程第１及び日程第２について質疑に入ります。

議事の運営に当たりましては、各委員並びに当局の皆様にご協力をよろしくお願いします。

それでは、質疑のある方は順次ご発言を願います。

織田委員。

○織田委員 今日いただいた資料で、相模原浄水場調整池の１号沈でん池の変位の被害について

なのですけれども、一応大まかなご説明はいただいて経過はわかったのですが、これは平成27年

度に同様の事例が発生していると。その際の原因究明と事故を教訓とした再発防止策が不十分で

あったと、そのように書かれているのですけれども、確かに書かれているのですが、それがすご

く重要なことかと思うのですが、これからどういう形で総括をされるのか、今、内部的にはどう

いうご議論をされているのですか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。
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○佐藤技術部長 内部的には、先ほどご説明の中でちょっと触れましたが、技術部の中に技術検

討会議というものを設置しておりまして、ここで、日頃の技術に関する内容についてはいろいろ

な審議をしているのですけれども、ここでこれまで３回ほどこの調整池の変位に関する協議を行

っております。

まず、第１に相模原浄水場のほうから今回の件について説明を受けまして、その内容について

実は技術検討会議には技術部の所属長が全員出席しておりまして、それぞれの所属長から職員の

ほうに今回の変位の概要について周知を図ったということでございます。

その次の段階で、今回の変位に至った経緯を踏まえて、どういったところに問題点があったの

かということについて、課題を抽出いたしまして、その課題の克服に向けた、今、協議を行って

いるところでございます。

なかなか仕事のやり方について、各所属でいろいろな意見が出ておりまして、まだ具体的な結

論に至っておりませんけれども、今年度中にこのことについては総括をしたいと考えております。

以上でございます。

○国吉委員長 織田委員。

○織田委員 調整池内が空水状態であったこと、これが原因であるということはもう間違いない

ということでよろしいですか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 間違いございません。

○国吉委員長 織田委員。

○織田委員 であれば、27年時点の総括が余りにも緩過ぎるんじゃないですか。それで、補修費

用は現在精査中となっていますけれども、３月31日までに工事の完了予定となっていますけれど

も、大体どれくらい費用がかかるのですか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 確かに、空水状態であった時点での話ですので、空水状態が変位をもたらす状

況にあったということなのですが、そこに至った経緯等はいろいろあるのですけれども、結局の

ところ、10月下旬に大きな台風が２つ続けて来て、想定以上というか、想定をしていないような

大きな雨が降ったというのが直接的な原因だ考えております。

変位の状況は、11月からの調査によって12月中に取りまとめて、１月、年明け早々に施工範囲

を確定して、業者のほうに施工の指示を出したところですけれども、現在精査中とお答えしたこ

とにつきましては、変位があったところの場所を特定して施工をお願いしているのですけれども、



－17－

工事を進めるうちに範囲が増減する可能性が多々あります。そうしたことで現在精査中というこ

とでお答えしました。

今、企業団のほうで把握している想定金額は、約2,000万円を超えるぐらいの規模になるのでは

ないかと考えてございます。

以上でございます。

○国吉委員長 織田委員。

○織田委員 施工の時期を出しているのだけれども、そこは業者任せなんですか。確定していな

いのですか。何か今の話がよくわからない。もう一度、施工の指示は出されているけれども、ど

のように企業団としては指示を出されているのか、もう少し詳しく教えてください。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 申しわけございません。ちょっと説明が悪かったかと思います。

先ほど追加でお示しをした資料のところに、４点ほど具体的に挙げて、復旧の箇所の数値もお

示しをしております。これについては、図面で、この範囲のここについて施工してくださいとい

うことで、業者のほうには具体的に指示をしております。

ただし、モルタルが剝がれたりというところがあるかと思うのですけれども、こういったとこ

ろは、壊れたところを業者に、カッターを入れたり、はつったり、いろんな方法で損傷している

ところをまず１回取ってもらわなければいけないのです。取ってもらうときに、取ってみたけれ

ども実際にはもう少し範囲が広かったとか、あるいは工事を進めていくうちに、ここが壊れてい

るだろうということで続けて施工していったときに、実はここはそんなに壊れていなかったとい

ったところも出てくるということがありますので、大きく変わるとは考えていないのですけれど

も、数量の微調整というのが出てくるということで、現在精査中と申し上げました。

以上でございます。

○国吉委員長 織田委員。

○織田委員 せっかく修復をされるわけですから、そうすると、今もう事実上、業者が修復にか

かることと皆さん方が実態把握するということが、まさに同時進行でやられているという理解で

いいですか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 一応、１月の年明け早々に確定はしましたが、施工を確認しながら、業者と企

業団側で同時進行で確認を続けているということでございます。

以上です。
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○国吉委員長 織田委員。

○織田委員 これについては、経過の総括をということでありますから、しっかりしていただい

て、それで、失礼ですけれども、調整池内が空水状態だったことの因果関係が明らかだというこ

とであれば、ちょっとこれはどうなのかと思います。

ですから、二度とこういうことがないように、それはぜひ、技術検討会議等の中も含めて、し

っかり総括をしていただきたいと。これは要望申し上げておきます。

以上です。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 いろいろとありがとうございました。それでは幾つか確認させてください。

30年度予算案の概要の３ページのところで教えてください。

30年度予算での重点的な取組みが書かれていまして、１点教えていただきたいのは、１番の水

道用水の効率的な安定供給、①があって②がありますね。それぞれ事業計画に基づく計画的な修

繕によるということで、①が新規事業、新たな更新を進めるということだと思うのですけれども、

②の管路保全対策について、導送水管路の腐食防止、これについては計画のようなものはあるの

ですか。いわゆる補修をしていくとか、腐食防止対策として一定の計画案があって、その計画案

に基づいて今回行われるのかどうかということをお聞きしたいです。いかがでしょうか。

○国吉委員長 依田施設課長。

○依田施設課長 管路の保全計画に関しましては、老朽化等調査と保全計画という２つ合わせた

ものを策定しております。現在取り組んでおります腐食対策に関しましては、管路に影響を及ぼ

す腐食としては、鉄道軌道からの漏れ電流による電気防食対策というものと、あと土壌とコンク

リートの電位差によって発生するマクロセル腐食防止対策、この２点について現在取り組んでい

る状況になっております。マクロセル対策に関しましては、平成32年度までに浄水場と調整池ま

でを完了させる計画となっております。

以上でございます。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 ありがとうございました。

そうすると、一定の計画案があって、その計画案に沿ってこれが行われているという認識でよ

ろしいでしょうか。

○国吉委員長 依田施設課長。

○依田施設課長 そのとおりでございます。
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○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 ありがとうございました。

それから、２番目の②危機管理対策の強化、相模原ポンプ場のバックアップ機能強化、この文

章についてちょっと確認をしたいのですけれども、１段目の「地震や災害等による相模原ポンプ

場の停止を想定し、小型導水ポンプと非常用発電設備の新設を検討してきました」と。これは多

分、「等」というのは今回のような風水害が入るんでしょうけれども、これの検討をしてきたと

いうことは、その計画案なり、そういったものがあるのですか。

○国吉委員長 依田施設課長。

○依田施設課長 これに関しましては、相模原ポンプ場が停止した場合ということで、対策を検

討してきた経緯がございます。

まず始めに、一番始めに相模原ポンプ場が停まったことを特定して、横浜市のご協力をいただ

いて、相模湖系導水連絡管、そこから水を導水するルートというものを、連絡管というものをつ

くっております。ただ、それだけの水量では相模原浄水場の減断水の危機を回避できないという

ことで、プラスの対策として、小型ポンプと、あと非常用発電設備の検討というものを計画して

進めてきているというような状況でございます。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 そうすると、２段目の「29年７月に発生した」、いわゆる今回の故障と、この事故

を受けて「より迅速に」ということなのだけれども、こういった事故について、もう一方で、業

務状況関係の資料、右肩６の３ページに施設の復旧工事等の状況についてとあるじゃないですか。

それで、一生懸命確認をしていただいて、（１）に相模原ポンプ場導水ポンプの復旧状況という

ことで、ブラシの交換とか、いろんなことがありますよね。

今回の事故を受けて、こういうことを新たにやったというのだけれども、老朽化というか、あ

る一定の期間まで使ったものについての取替えだとか、老朽の関係だとかということで、本来、

計画はなかったのですか。そことの兼ね合い、今議論している計画と、それから今回たまたまと

いうか、調べてみたら、４つのうち３つまで壊れてしまったと。再発防止対策をしなければいけ

ないというので、こういったものを交換しますと、こう言っているのだけれども、本来それは、

予算案の３ページのほうの、そこに計画案として本来あるべきだったのではないかと思うのだけ

れども、それはあったのですか、なかったのですか。そういったことまでは書かれていなかった

のですか。

○国吉委員長 依田施設課長。
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○依田施設課長 業務状況の３ページのほうの対策に関しましては、これは施設の老朽化対策と

いうことになります。今度の予算案の３ページのほうの危機管理対策に関しましては、どちらか

というと所要電源、東京電力からの電力の供給がストップした場合、本来ですと非常用発電設備

というものを設置して、ポンプを動かせるようにしなければいけないのですけれども、相模原ポ

ンプ場の導水ポンプ、これが非常に大型であるということで、非常用発電設備を設けるには相当

大がかりな設備が必要だったということがございます。それで、できるだけ現実的な案というこ

とで、水量を絞り込んで、危機管理対策として検討してきたという経緯がございます。

これに関しましては、水量の見直しは行っているのですけれども、その行う前の計画というも

のは、事業計画のほうに一応きちんと計上はされております。

以上でございます。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 理解がなかなかちょっと、すぐにできなくてごめんなさい。

要は、30年度予算案のほうの３ページのバックアップ機能の強化ということで検討をしてきま

したよというものと、業務状況関係の３番の復旧工事、こことは基本的にはリンクしなくていい

んだということなのですね。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 認識が若干、もしかしたら違っているのかもしれないのですが、業務状況報告

のほうは、事故に至ったわけですので、その後の復旧の状況について、要するに元の状態に戻す

ための取り組みについてのご報告をさせていただきました。

予算のほうのバックアップ機能の強化は、これはもともと計画的に、相模原ポンプ場のもとも

と持っている弱点をカバーするための取り組みとして計画をしていたものについて、事故を受け

て、さらに考え方をもう少し深めていこうということで、変更をかけて、今検討しているという

内容です。

それと、もう一つ追加で述べさせていただくと、先ほど先生のほうから、老朽化対策の計画は

もともとなかったのかというご質問があったかと思うのですけれども、相模原ポンプ場のポンプ

は、来年度で企業団創設50周年となりますので、もう50年近く使っていることになるポンプです

ので、当然、更新計画は持っております。飯泉ポンプ場というのはもっと大きなポンプを抱えて

おりまして、こちらのポンプも同じぐらいの年数稼働しておりますので、この大きな２カ所のポ

ンプ場のポンプについては、更新を見据えて計画的に検討するということで、業務委託をかけて

いくということを予算の中でみております。
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具体的に更新をかけるのは、この事業計画期間中にはなりませんで、次期以降の事業計画の中

で具体的な更新をするのかどうかということを決めていきたいと考えてございます。

以上でございます。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 ありがとうございました。

私どもも構成団体から派遣されて来ていますから、大きな視野で、いろんな目線で、いろんな

形で確認をしていくというのは、使命と責任が私どもにはありますので、そういったことからす

ると、予算案の中に書かれているもの、ここに本来、この業務内容の、今回事故があって、再発

防止でこういうふうにしなければいけないということも入っていなければいけなかったではない

かなということを、僕としては思っていましたので、そういった部分ではその辺は図られている

のだということも含めて、今の話で理解させていただきます。

引き続きお願いします。

先ほど織田委員のほうからもありましたけれども、業務状況関係の３ページの復旧工事等につ

いてですけれども。ありがとうございました。新たにいただいた資料、Ａ３の途中で配っていた

だきました資料、さまざま昨年議論をさせていただいて、ご指摘もし、ご意見も申し上げた、こ

のことがほとんどここに書かれているので、ありがたいと思います。いろんな目線で、いろんな

形で角度で見ていくということは大事でして、中で幾ら揉んでも、やはりわからないものは落ち

てしまうということからすると、こうやって我々のような目線でご指摘をさせていただくという

のも大きいのかということで、今回配られた資料、本当にありがとうございました。しっかりと

やっていただきたい。

それで、先ほどの話と重複するのですけれども、３ページの相模原ポンプ場導水ポンプの復旧

状況ということで、スリップリング交換、ブラシ、ヒューズ、換気装置とあるでしょう。これは

今回の事故を契機に気づいたんですか。端から、先ほど佐藤技術部長もおっしゃっていた、もう

更新をする計画の中に入っていたのですか。

○国吉委員長 村山担当課長。

○村山危機管理担当課長 今回のスリップリング、ブラシ、換気装置につきましては、７月に起

こりました焼損事故を踏まえて、この事故の恒久対策ということで新たに実施したものでござい

ます。

○国吉委員長 加納委員。

○加納委員 ありがとうございました。
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そうすると、計画、50年経って云々とか老朽化云々とかというところには入っていなくて、今

回の事故を契機にここに掲載し、交換をし、この目線で見ていこうということだと思うのです。

よろしくお願いします。

そこで、27年に起きたわけで、先ほど織田委員がおっしゃったけれども、新たにこうやってや

っていただくのわかるのだけれども、27年の状況が生かされていなかったということは、本当に

しっかり反省はしていただきたい。その上でこういう再発防止策をつくっていただいたと思うの

ですけれども、やはり指摘だけはしておきます。

27年に同じところで同じような事故があったわけで、その教訓が生かされていなかったという

ことは、皆さん方と議論させていただいて、やはりそれが事実だと思います。現場に行ったとき

に、現場の多くの関係者がいますから、それぞれのスケジュールだとか、大変ご苦労があったと

思いますけれども、この資料に書かれている気象庁発表も、これはこれでわかりますよ。でも、

今回のこの気象状況については早くから、台風が移動したりいろいろなことはあったけれども、

端から言われていたわけですから、それで27年のことがあったわけで、そう考えると、今回の新

たなこういうような事故を起こしてしまったということは、企業団としてしっかりと反省すべき

ですよ。

それで、人為的なミスなのか、本当に単に自然災害の想定外なのか、僕はそれだけで済ませて

はいけないと思いますよ、これは。そういうことをしっかりと反省した上で、Ａ３でいただいた

ものをしっかり今後進めていただきたい。

それから、本市の技術部門だけの情報共有だけではなくて、全国津々浦々にある同じような施

設のほうへも情報共有をしていただいて、その情報共有をして皆さんに知っていただくと。一方

で、ほかのところの事故というようなことについての情報共有化ができるような体制をしっかり

と、神奈川広域のほうから訴えていただいて、そういうシステムをつくっていただきたいと思う

のですけれども、企業長、いかがでしょうか。

○国吉委員長 吉川企業長。

○吉川企業長 まず、今、委員からお話しありました企業団としてしっかりと反省すべきという

点につきましては、まさにそのとおりで、直接的な原因は、私もまさに予想しなかった豪雨があ

って、それが起因してこうした事故が起きたといったことは、ある意味は自然災害ということが

起因だということについては、これはもう前からお話をしているとおりですけれども、どこまで

そういったものに対して対応しなくてはいけないかということについては、大きく２つあって、

１つは今ご指摘のとおり、27年にそういうことが既にあった。こうしたことがしっかりと情報共
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有される、あるいはそのときの教訓としてこういう対応をしなくてはいけない、こういうことが

そのときに検討されていなかった。加えて言えば、今回の場合に、そういった事態について、や

はり無関心ではなくて、しっかりとこの起因について、まさに危機管理として認識をしながら、

どういう対応をしなくちゃいけないかということを予想ができない中でも、やはりしっかりとそ

ういったところは対策をしなければいけなかったのだろう思っております。

そういった意味では、結果として起きてしまいましたので、そうしたことについて二度とない

ということと併せて、そうしたことの事故の教訓を我々しっかりと頭に刻み込んだ上で、二度と

ないようなことでの対応をしていかなければいけないだろうと思っています。

ただ、この対応をする上では、いろいろ技術面、特に具体的にそれぞれ浄水場の条件が違いま

す。相模原浄水場の立地条件とほかの浄水場の立地条件は違います。そういったことで、それぞ

れの言ってみれば施設、相模原で起きたことだけではなくて、ほかのところでもし、こういうこ

とが起きたときにどうするかというところについては、そういう立地条件を踏まえた上で検討し

なければいけないことですから、そういったことを含めてやっているということで、少し時間を

要しているということはご理解いただきたいと思いますが、ご指摘のあった重要なことは、これ

を単に我々だけの教訓ということではなくて、これは構成団体にも私のほうで、この１月議会が

始まる前に、こうしたことについての対応を説明しながら、そして、併せてこの教訓はきちんと

生かしていきたいということで共有化を図っています。

併せて、全国的な場面でも、例えば企業団協議会の全国会議がございます。そういったところ

にもこうした事例を発表するなり何なりしながら、今ご指摘のとおり、我々だけの教訓ではなく

て、こうした施設を抱えての教訓として発信をしていきたいと思ってございます。

いずれにいたしましても、起きたことについては、企業長としては非常に残念だという以上に、

我々も大変申しわけないと思ってございますので、再発防止には徹底して取り組んでいきたいと

思ってございます。

○加納委員 ありがとうございました。

○国吉委員長 他に質疑はございませんか。

かわの委員。

○かわの委員 ちょっと教えてもらいたいのですけれども、今のお話の続きというか、Ａ３の資

料の右側の発生の原因について、その前に、その上の写真の浮きの発生状況というのは、コンク

リートが持ち上がったという意味なのでしょうか。

○国吉委員長 依田施設課長。
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○依田施設課長 コンクリートの軀体そのものではなくて、コンクリートの軀体を保護するため

にモルタル処理をしております。その部分に亀裂が入って浮き上がりが生じたということでござ

います。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 それと、この原因について、調整池内が空水状態であって、「降雨により、周辺

の地下水位が上昇したことで調整池に浮力が発生し」という点ついて、これをもう少し、素人と

いうか、一般市民というか、わかりやすくちょっと説明いただけますでしょうか。

○国吉委員長 依田施設課長。

○依田施設課長 降雨量が多かったことが一つの原因なのですけれども、それと、立地的にみま

すと、相模原調整池（２）自体は、場内の周辺道路よりも地盤的に４メートルぐらい低い位置に

あります。それなので、周りからの地下水を集めやすいような立地にあったということで、そこ

で地下水位が、降雨量プラス浸透量というのが加わって地下水位が上昇したと判断しております。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 ということは、私も物理的なことはよくわからないのですけれども、地下水が増

えてきて、コンクリートのひび割れを発生させたという理解でよろしいでしょうか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 ちょっとわかりにくいかと。

例えると、調整池というのは水道水を貯めておく池なので、水密性と言って、外との水が出入

りすることがないようにしっかりとつくってあります。ただ、しっかりとつくるのですけれども、

余りにも大きさが大きいので、幾つかのブロックに分かれてコンクリートの工事をやります。分

けるので、その分けたところの継ぎ目みたいなところを、ここで言っている伸縮目地というもの

を入れた上に、シール材を塗布して水密性が保つようにします。

ですから、池そのものが例えば船みたいな状態になるわけですね。普段、相模原浄水場の調整

池というのは地下水位がすごく低くて、この池よりも下のほうに地下水位があるんですけれども、

ですから普段は特に何の問題もないのですけれども、雨が降って水が集まってきますと、調整池

の軀体よりもだんだん地下水位が上がってくると、要するに海の中に、あるいは川の中に浮かん

でいる船のような状態になってしまいます。

調整池は、隣のポンプ場があるんですけれども、そことは管でつながっていたりして、調整池
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でも端と端は、ほかの管路とつながっていたりして拘束力があって、しっかりと抑えられている

のですけれども、池の真ん中あたりになるとそういう拘束力がなくて、そのブロックだけは地下

水位の浮力をまともに受けて動きやすくなるのです。

目地が入っているものですから、その目地のところがやっぱりどうしても弱いですから、コン

クリートではないので、そこのところがちょっと動いてしまう。それで目地のところが裂けたり、

動いて裂けるということは、その周りのモルタルについても一緒に動いてしまって、ひびが入っ

たり剝がれたりという、そういうことになってくるのだと思うのです。ずっと見ているわけでは

ないのですけれども、多分そういうことで変位が生じてしまったと思います。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 その原因を特定、要因の一つであると考えておりますということなので、これは

ほかにもあるという見解なのか、どうなのかと思うのですけれども、技術検討会議とかでもいろ

いろ検討されてきたりはしているのでしょうか。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 実際に工事の都合上、この工程で池を空にするとかというのは、改めて会議等

で業者も入れて確認しながら仕事しておりますので、池を空にしたということについては事実で

すので、そのことと雨のタイミングが重なってしまったので動いたのです。

ただ、これは一つの仮定ですけれども、先ほど施設課長から話があったとおり、非常に条件が

悪いというところ、結果的に条件が悪いところに池があるものですから、周りから水が集まって

きて、どうしても地下水位が上がってしまう。今回も台風の後、１カ月近く水がなかなか引かな

かったのですね。ということはどんどん周りから入ってきてしまうのです。

そういうことを一定の仮定のもとにシミュレーションをかけたところ、今回、調整池（２）の

１号池の周りには１つしか、集水マンホールというか、やろうと思っても水を吐き出す設備とい

うのはもともとなかったんです。しかも、大きさがそれほど大きくないものが１つしかございま

せんで、そこにポンプを入れて排水をしても、吐け切れなかったのではないかということが、シ

ミュレーション上は想定されています。

これはでも、やってみなければわからないというか、その時々によって状況が変わりますので、

確信的な話ではないんですけれども、一つの仮定として、いろいろ検討した結果そういうことも

あるということですので、既設の設備だけで、こういった大きな雨のときに、池が空だったとき

に浮かないようにできるかというと、必ずしもそうじゃないということで、先ほど企業長からも
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お話があったとおり、一つ一つの池の条件を全部洗い出して、周りの地盤と、雨が降ったときど

のぐらい集まってくるのかということをシミュレーションしながら、一つ一つの池の水位がどの

ぐらいまであれば浮かないものなのか、あるいは浮いてしまうものなのかということをちゃんと

見きわめて、その上で一つ一つの池についてどういう対策をとるかということを今検討しており

ます。ですので、ちょっとお時間いただきたいということでございます。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 ちょうど今の最後の部分がお聞きしたかったところなんですが、これがもし水が

入っていれば大丈夫だったのかというところの検証がどのようにされているのかと思ったのです

けれども、これからされるということなので、そうすると、４の再発防止対策の検討の①で、空

水状態における浮上防止対策の策定というのは、これはまだこれからやるということなのか、い

つごろまでに策定をする予定なのかを教えてください。

○国吉委員長 佐藤技術部長。

○佐藤技術部長 このことにつきましても、実は施設課のほうに具体的な検討をやってもらって

います。１回、一段落というか、一つまとまったので、先日、技術検討会議のほうで報告を行い

ました。それで、池の条件によって、池の設置場所とか池の構造によって６パターンぐらいに分

かれるだろうというようなことで、そのうち半分の３パターンぐらいは対策が必要ではないかと

いうところまでは絞り込めたのですが、なかなか職員直営で、気象条件とか地盤の細かいところ

まで分析をして、正確な評価とか判断ができるかというと、ちょっと難しそうだというところで、

できれば業務委託をかけて、専門の業者と相談しながら、具体的な対策を決めなければいけない

池が幾つかあるという状況でございます。

これからそのことについてもう少し詳しく協議を進めて、必要であれば、業務委託をかけて専

門業者とともに協議したいなと思っています。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 私もそうされたほうがいいと思います。先ほど加納委員もおっしゃっていました

けれども、技術検討会議というのは企業団の内部の方だけの構成でしょうから、専門業者とか大

学機関とか、水道のもっと専門的なところといろいろ情報交換をしながら、早急に策定をしてい

ただきたいと思います。

それから、今度は業務状況関係の３ページ目のところで、「平成30年度から、企業団及び同メ
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ーカーによる施設の管理体制の見直しを行う予定」ということですけれども、これはどういう管

理体制の見直しになるんでしょうか。

○国吉委員長 村山担当課長。

○村山危機管理担当課長 体制の見直しということで、まず相模原ポンプ場につきましては、今、

新しく対策を立てました。それにつきまして対策した結果、ブラシ等新しくなりましたので、ど

のぐらい摩耗するか、そういうものを見極めて、今後、清掃のタイミングだとか、そういうこと

を業者と洗い出しをしまして、適切な管理体制へ移行すると考えております。

以上でございます。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 そうすると、30年度の予算には影響があるものなのかどうなのかという形で伺い

ます。

○国吉委員長 村山担当課長。

○村山危機管理担当課長 30年度の予算に対しての影響はございません。

以上です。

○国吉委員長 かわの委員。

○かわの委員 では、30年度の予算は特に補正予算を組むとかということはないということで理

解をいたします。

それから、その下の、費用負担についてはメーカーと協議をするということで、ちょっとお聞

きをするのですけれども、これについては、協議した結果は、30年度の予算の中には、今、現時

点の予算では特に盛り込まれていないという理解でよろしいですか。

○国吉委員長 大江総務課長。

○大江総務課長 前回の議会の中でも、メーカー側と協議をするということをお話しさせていた

だきましたけれども、議会が終わりましたすぐに、11月でございますけれども、損害賠償を交渉

するためのチームを立ち上げまして、現在、12月から損害賠償交渉をております。

そのような中で、現在のところ企業団から求めておりますのが、ポンプの復旧から恒久対策、

そこまでかかる費用負担の部分と、それから今回の事故に伴いまして、派生して企業団が負った

損害の分、例えば緊急導水であるとか、アスベスト工事を中止したとか、このようなことについ

ての全ての賠償を求めるという要求をしております。

企業団としては、公金支出という部分がございますから、当然、対外的に説明責任があるとい

うことを製造メーカーには求めまして、先方からは、やはり対外的な説明ができる内容でないと
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妥決はできないというお話をさせていただいている中で、現在においては、まだ決着できるよう

な回答には至っていないという状況でございます。

よって、基本的には賠償を求めるという立場でございますので、30年度予算の中に盛り込むと

か、収入があればそれはまた収入額ですから、その時点で補正を組むのか、雑収的に扱うのか、

その議論はさせていただきますけれども、いずれにしても現段階ではまだ未確定でございます。

以上でございます。

○かわの委員 わかりました。結構です。ありがとうございました。

○国吉委員長 他にいかがでしょうか。

久保寺委員。

○久保寺委員 前回の委員会で私も発言をさせていただいたのですけれども、その発言したこと

について確認をさせていただきたいのですが、山北町から企業団に対して、譲渡に対しての要望

を行いたいと耳に入ってきているのですけれども、実際に山北町から企業団に対して何らかのア

クションがあったのかどうか確認をしたいのですが、いかがでしょうか。

○国吉委員長 冨安担当課長。

○冨安政策調整担当課長 まず、前回の議会の後の企業団の対応について、概要を説明させてい

ただきます。

前回の委員会の中では、久保寺委員、てらさき委員から、地元への配慮ということで要望を受

けたということでございます。それを踏まえまして、企業団としては、28年度に行った有識者検

討委員会の方針に基づく提案事項、そして前回の委員会でいただきました要望事項を踏まえまし

て、地元関係者、山北町の町長、そして山北町の観光協会会長様などに企業団の考え方をお伝え

したところでございます。地元関係者からは、企業団からの考え方に対しましては、両委員と同

じような考え方、譲渡に伴う地元への配慮というのを企業団で考えてほしいということでコメン

トをいただいております。

これを取りまとめたものが、山北町の町長から昨日、１月23日に企業長宛てに要望書という形

で届いております。

以上でございます。

○国吉委員長 久保寺委員。

○久保寺委員 昨日の今日ですけれども、町長から要望書が企業団にあったという説明でござい

ました。その要望書は私たち委員会として、出席している委員の先生方に認識して理解してもら

うためにも、確認しておく必要があろうかと思うのですけれども、資料として要望したいと思い


